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「令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱の予告」及び 

「令和７年度大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予告」について（通知） 

  

  文部科学大臣の下に置かれた「大学入試のあり方に関する検討会議」（文部科学大臣決定）に

おいて、令和６年度実施の令和７年度大学入学者選抜に向けて、記述式問題の出題のあり方や総

合的な英語力の育成・評価のあり方、平成 30 年３月告示の新高等学校学習指導要領（以下「新学

習指導要領」という。）に対応した大学入学共通テストの科目構成等について御議論いただき、

令和３年７月８日に提言がとりまとめられたところです。 

また、新学習指導要領に対応した令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テストからの

出題教科・科目について、令和３年３月 24 日付で独立行政法人大学入試センターから示されると

ともに、大学入学者選抜における多面的な評価に関する具体的な内容や手法、新学習指導要領の

下での指導要録を踏まえた調査書の在り方等について、「大学入学者選抜における多面的な評価

の在り方に関する協力者会議」（高等教育局長決定）において検討を行い、令和３年３月 31 日に

審議のまとめがとりまとめられました。 

 これらを踏まえ、令和５年６月までに発出予定の「令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学

共通テスト実施大綱」において定める出題教科・科目等及び令和６年６月までに発出予定の「令

和７年度大学入学者選抜実施要項」において変更する内容について、国公私立大学及び高等学校

関係団体の代表者等を構成員とする大学入学者選抜協議会での協議の結果、別紙１及び別紙２の

とおりとすることとしましたので、あらかじめお知らせします。 

 各国公私立大学におかれては、令和７年度大学入学者選抜において課す個別学力検査及び大学

入学共通テストの教科・科目の設定、入学志願者への予告等に遺漏のないようお取り計らい願い

ます。 

 特に、毎年度通知している「大学入学者選抜実施要項」において、「個別学力検査及び大学入

学共通テストにおいて課す教科・科目の変更等が入学志願者の準備に大きな影響を及ぼす場合に

は、２年程度前には予告・公表する」こととしていますが、新学習指導要領に対応した令和７年

殿 



 

度大学入学者選抜において課す個別学力検査及び大学入学共通テストの教科・科目の設定等につ

いては、入学志願者の準備に大きな影響を及ぼすことが予想されることから、２年程度前を待た

ず、可能な限り早期に検討し、予告・公表するようお願いします。 

 なお、別紙１に関し、大学入学共通テストの出題科目の試験時間及び現行の教育課程（平成 21

年３月告示の高等学校学習指導要領に基づく教育課程）を履修した入学志願者に対する経過措置

については、決定次第速やかに公表する予定であることを申し添えます。 

また、本通知に伴い「「大学入学共通テスト実施方針」について」（平成 29 年 7 月 13 日付け

29 文科高第 350 号文部科学省高等教育局長通知）及び「「大学入学共通テスト実施方針（追加

分）」の策定について」（平成 30 年 8 月 10 日付け 30 文科高第 366 号文部科学省高等教育局長通

知）は廃止し、大学入学共通テストの実施に関し必要な基本的事項については、実施年度の前年

度６月に通知している大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱等において示してお

り、それによるものとします。 

 高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。以下同じ。）を設置す

る各国公立大学におかれては設置する附属高等学校に対し、各都道府県・指定都市教育委員会に

おかれては所管の高等学校及び域内の市区町村教育委員会等に対し、各都道府県知事におかれて

は所轄の高等学校に対し、構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の長

におかれては認可した高等学校に対し、十分な周知をお願いします。 

 

 

（参考） 

 「平成 30 年告示高等学校学習指導要領に対応した令和７年度大学入学共通テストからの出題教

科・科目について」（令和３年３月 24 日独立行政法人大学入試センター） 

  https://www.dnc.ac.jp/kyotsu/shiken_jouhou/r7ikou.html 

 

 「大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議（審議のまとめ）」（令和３

年３月 31 日） 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/106/toushin/mext_00685.html 

 

 

 「大学入試のあり方に関する検討会議（提言）」（令和３年７月８日） 

  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/103/toushin/mext_00862.html 
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令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱の予告 

 

 

１ ． 令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱において定める出題教科・

科目 

教 科 グループ 出 題 科 目 

国 語  『国語』 

地理歴史  『地理総合、地理探究』、『歴史総合、日本史探究』、『歴史総合、世界史探究』、

『地理総合、歴史総合、公共』 

公 民 『公共、倫理』、『公共、政治・経済』、『地理総合、歴史総合、公共』（再掲） 

数 学 ① 『数学Ⅰ、数学Ａ』、『数学Ⅰ』 

② 『数学Ⅱ、数学Ｂ、数学Ｃ』 

理 科  『物理基礎、化学基礎、生物基礎、地学基礎』 

『物理』、『化学』、『生物』、『地学』 

外 国 語  『英語』、『ドイツ語』、『フランス語』、『中国語』、『韓国語』 

情 報  『情報Ⅰ』 

〔補足〕 

（１）試験形態は、問題冊子及びマークシート式解答用紙を使用し、紙で実施するものとする。

この形態に加え、外国語の『英語』については、ＩＣプレイヤーを使用する試験も実施するも

のとする。 

（２）地理歴史及び公民については同一の試験時間に実施するものとする。 

（３）数学については、①及び②の出題科目のグループごとに試験時間を分けるものとする。 

（４）入学志願者は各大学の指定に従い、以下のとおり解答するものとする。 

１）地理歴史及び公民については、以下のとおりとする。 

ア 上記６出題科目のうちから最大２出題科目を選択。 

イ 『地理総合、歴史総合、公共』を選択する場合については、出題範囲（「地理総

合」、「歴史総合」、「公共」）のうち、いずれか２科目（「地理総合」及び「歴史総合」、

「地理総合」及び「公共」、「歴史総合」及び「公共」）の内容の問題を選択解答。 

ウ ２出題科目を選択する場合においては、以下の組合せ以外の出題科目の組合せ

を選択。（別表参照） 

・『公共、倫理』と『公共、政治・経済』の組合せを選択することはできない。 

・『地理総合、歴史総合、公共』を選択した者は、選択解答した問題の出題範囲

の科目と同一名称を含む科目の組合せを選択することはできない。 

２）数学については、以下のとおりとする。 

ア グループ①については、上記２出題科目のうちから１出題科目を選択。 

イ グループ②については、『数学Ⅱ、数学Ｂ、数学Ｃ』の出題範囲のうち、「数学Ｂ」及

び「数学Ｃ」は、「数学Ｂ」の２項目の内容（数列、統計的な推測）及び「数学Ｃ」の２

項目の内容（ベクトル、平面上の曲線と複素数平面）のうち３項目の内容の問題を

選択解答。 

別紙１ 



 

３）理科については、以下のとおりとする。 

ア 上記５出題科目のうちから最大２出題科目を選択。 

イ 『物理基礎、化学基礎、生物基礎、地学基礎』を選択する場合においては、出題

範囲（「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」）のうち、いずれか２科

目の内容の問題を選択解答。 

 

２．本通知は、令和５年６月までに発出予定の「令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通

テスト実施大綱」において定める出題教科・科目等の予定について周知するものであり、今後

の試験実施状況等に応じて変更し得るものであること。 

  



 

（別表） 

 

地理歴史・公民における出題科目を選択する場合の選択方法について 

 
 

『地理総合、 

地理探究』 

『歴史総合、 

日本史探究』 

『歴史総合、 

世界史探究』 

『地理総合、歴史総合、公共』 

『公共、 

 倫理』 

『公共、 

政治・経済』 
「地理総合」 

及び 

「歴史総合」 

「地理総合」 

及び 

「公共」 

「歴史総合」 

及び 

「公共」 

『地理総合、 
地理探究』 

 ○ ○ × × ○ ○ ○ 

『歴史総合、 
日本史探究』 

○  ○ × ○ × ○ ○ 

『歴史総合、 
世界史探究』 

○ ○  × ○ × ○ ○ 

『地理総合、 

 歴史総合、 

 公共』 

「地理総合」 
及び 

「歴史総合」 
× × ×    ○ ○ 

「地理総合」 
及び 

「公共」 
× ○ ○    × × 

「歴史総合」 
及び 

「公共」 
○ × ×    × × 

『公共、倫理』 ○ ○ ○ ○ × ×  × 

『公共、政治・経済』 ○ ○ ○ ○ × × ×  

※上記６出題科目のうちから２出題科目を選択する場合は、「〇」の組合せから選択でき、「×」の組合せは選択できない。 

 



 
 

令和７年度大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予告 

 

 

 

 「大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議」（審議のまとめ）

（令和３年３月 31 日）及び「大学入試のあり方に関する検討会議」（提言）（令和３年７月８日）

等を踏まえ、令和７年度大学入学者選抜実施要項において以下の見直しを行うこととする

（別添「令和７年度大学入学者選抜実施要項見直しイメージ（案）」参照）。 

 

 

「第１ 基本方針」について 

●「大学入試のあり方に関する検討会議」（提言）において整理された大学入学者選抜に

求められる原則※を基本方針に反映する。 

※大学入学者選抜に求められる原則 

①当該大学での学修・卒業に必要な能力・適性等の判定 

②受験機会・選抜方法における公平性・公正性の確保 

③高等学校教育と大学教育を接続する教育の一環としての実施 

 

●受験機会・選抜方法における実質的公平性の追求の観点から、多様な背景を持った学

生の受入れ配慮対象の例示として「障害の有無」及び「居住地域」を追加する。 

 

 

「第３ 入試方法」について 

●各選抜区分の特性と選抜の実態との整合性を図る観点から、一般選抜とそれ以外という

整理を改め、入試方法を「一般選抜」、「総合型選抜」、「学校推薦型選抜」に再整理す

る。 

 

●各大学の判断により、入学者の多様性を確保する観点から、入学定員の一部につい

て、「専門学科・総合学科卒業生」、「帰国生徒、社会人」、「家庭環境、居住地域、国

籍、性別等の要因により進学機会の確保に困難があると認められる者その他各大学に

おいて入学者の多様性を確保する観点から対象になると考える者（例えば、理工系分

野における女子等）」のような、多様な入学者の選抜を工夫することが望ましいことを追

加する。 

 

 

「第６ 学力検査等」について 

●個別学力検査を実施する際の留意事項として、入学志願者の「自らの考えを論理的・創

造的に形成する思考・判断の能力」や「思考・判断した過程や結果を的確に、更には効

果的に表現する能力」の評価を充実させるため、各大学のアドミッション・ポリシーに基づ

き、可能な範囲で記述式の検査方法を取り入れることが望ましいことを追加する。 

別紙２ 



 
 

 

●入学志願者の外国語におけるコミュニケーション能力を適切に評価・判定する観点か

ら、資格・検定試験等の活用を従来どおり規定するとともに、その活用に際して、家庭環

境や居住地域により、資格・検定試験等を受検することの負担が大きい入学志願者の受

験機会の公平性・公正性の確保に当たっての配慮の例※を追加する。 
※ 学部等同一の募集単位において、資格・検定試験等の結果を利用しない募集区分の設定や、

個別学力検査の成績と資格・検定試験等の結果のいずれか有利となる方を選択的に利用するこ

と等。 

 

●高等学校の専門教育を主とする学科及び総合学科の卒業者及び卒業見込み者の学習

歴や活動歴等を適切に評価・判定する観点から、資格・検定試験等の結果を活用する

ことを追加する。 

 

 

「第 13 その他注意事項」について 

●障害のある入学志願者への合理的配慮の充実を図るため、その内容を決定する際には、

一人一人の個別のニーズを踏まえた建設的対話を行うこととし、相談窓口や支援担当

部署等を設置するなど事前相談体制の構築・充実に努めることを明記する。 

 

 

「別紙様式１（調査書）」について 

●調査書は指導要録に基づき作成する原則や、学校の働き方改革を受けた教員の負担

軽減の観点も踏まえて、簡素化された新しい指導要録の参考様式に合わせて、例えば

「７．指導上参考となる諸事項」の欄を簡素化するなどの様式の見直しを行うとともに、枚

数は表裏の両面１枚とする。 

























 

 

活動報告書のイメージ例 
 

氏名（        ） 
（１）学業に関する活動 

① 学内での活動内容                 活動期間（       ） 

 
※「総合的な探究の時間」、部活動、生徒会活動等において取り組んだ課題研究等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 学外での活動内容                 活動期間（       ） 

 
※ボランティア活動、各種大会・コンクール、留学・海外経験等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式２ 



 

 

（２）課題研究等に関する活動 

① （課題テーマを選んだ理由） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② （概要・成果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 

 

（３）資格・検定等に関する活動 

資格・検定・試験等の名称 級・スコア等 取得等の年月 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 


